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この政府調達公告版に掲載される入札
公告、入札公示及び落札者等の公示は、
ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の
適用を受ける調達を含みます。
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入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年４月 30日
支出負担行為担当官
総務省大臣官房会計課企画官 茂木 秀夫

◎調達機関番号 012 ◎所在地番号 13

１ 調達内容 \品目分類番号 14 ]借入件名
及び数量 暗号アルゴリズム移行に係る政府認
証基盤の検証環境の機能拡充のための機器等の
借入 １式 ^借入件名の特質等 仕様書によ
る。_借入期間 平成22年11月１日から平成26

年８月31日まで。`借入場所 入札説明書によ
る。a開札の日時及び場所 平成22年７月２日
午前11時00分 総務省大臣官房会計課入札室
b入札方法 総合評価落札方式で行うので、入
札金額を記載した入札書及び提案に係る性能、
機能、技術等を記載した書類を提出すること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記載さ
れた金額に当該金額の５％に相当する額を加算
した金額（当該金額に１円未満の端数があると
きは、その端数金額を切り捨てるものとする。）
をもって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免
税事業者であるかを問わず、見積もった契約金
額の105分の100に相当する金額を入札書に記載
すること。c本調達案件は、紙による従来の応
札及び入開札手続と併せて、「電子入札・開札シ
ステム」を利用した応札及び入開札手続を使用
するものとする。
２ 競争参加資格 \予算決算及び会計令第70条
の規定に該当しない者であること。なお、未成
年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締
結のために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。]予算決算
及び会計令第71条の規定に該当しない者である
こと。^総務省競争参加資格審査（全省庁統一
資格）において「役務の提供等」のＡ及びＢ等
級に登録され、関東・甲信越地域の競争参加資
格を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等 \入札書等の提出場所
総務省電子入札・開札システム

http://www.e-procurement.soumu.go.jp/index.

html

]契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問い合わせ先 〒100`8926 東京都千代田
区霞が関２`１`２ 総務省大臣官房会計課契
約第一係 吉原 健二 電話03`5253`5132

ＦＡＸ03`5253`5138 ^入札説明書の交付方
法 本公告の日から上記]の場所に掲載、交付
する。_入札説明会の日時及び場所 平成22年
５月26日午前11時00分 総務省大臣官房会計課
入札室で開催するので、出席希望者は、出席予
定者を平成22年５月24日午後５時までに上記]

宛にＦＡＸで連絡すること。`入札書の受領期
限 平成22年６月21日午後５時迄 a入札者に
求められる義務 入札に参加を希望する者は、
入札説明書に明記されている提案書等を平成22

年６月21日午後５時までに上記]に示す場所に
提出しなければならない。提出された提案書等
を審査の結果、当該物品を納入できると認めら
れた者に限り入札の対象者とする。なお、提出
した提案書等について説明を求められたとき
は、これに応じなければならない。
４ その他 \契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨 ]入札保証金
及び契約保証金 免除 ^入札の無効 本公告
に示した競争参加資格のない者の提出した入札
書、入札者に求められる義務を履行しなかった
者の提出した入札書は、無効とする。_契約書
作成の要否 要 `手続における交渉の有無
無 a詳細は入札説明書による。
５ Summary \Contracting entity : Hideo

Moteki, Planning Director of the Accounts

Division MinisterÐs Secretariat, Ministry of

Internal Affairs and Communications (MIC).

]Classification of the services to be pro-

cured : 14 Nature and quantity of the services

to be leased : The leasing equipment for upg-

raded verification environment of the Govern-

ment Public Key Infrastructure for shifting ci-

pher algorithme. ^Lease period : From 1

November 2010, through 31 August 2014. _

Delivery place : As shown in the tender do-

cumentation. `Language and currency whi-

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 22年４月 30日

支出負担行為担当官
長野地方法務局長 山本 寧

◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 20

〇第１号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 購入等件名及び数量 閉鎖登記簿の電子化
作業 一式

^ 調達案件の仕様等 調達案件の性能等に関
し、支出負担行為担当官が入札説明書で指定
する特質等を有すること。

_ 納入期限 仕様書による。
` 納入場所 長野地方法務局会計課長が指定
する場所
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ch tender shall use in tendering procedures :

Japanese and Japanese currency. aQua-

lifications for participating in the tendering

procedures : Suppliers eligible for participat-

ing in the proposed tender are those who sh-

all : {not come under Article 70 of the Cabi-

net Order concerning the Budget, Auditing

and Accounting. Furthermore, minors, Person

under conservatorship or Person under Assis-

tance that obtained the consent necessary for

concluding a contract may be applicable un-

der cases of special reasons within the said

clause : |not come under Article 71 of the

Cabinet Order concerning the Budget, Audit-

ing and Accounting : }Grade A or B ÚOffer of

services etcÙ in the Kanto・KoushinÐetsu dis-

trict in terms of the qualification for partici-

pating in tender by MIC (Single qualification

for every ministry and agency) in the fiscal

years 2010, 2011 and 2012. bTime limit for

tender : 5 : 00 PM. 21 June 2010. cContact

point for the notice : Kenji Yoshihara, Ac-

counts Division, MinisterÐs Secretariat, MIC,

1`2 Kasumigaseki 2-chome Chiyoda-ku

Tokyo 100`8926 Japan. TEL 03`5253`

5132.
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